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３．財務の概要

（１）決算の概要

① 貸借対照表関係

　ア）貸借対照表の状況と経年比較

（単位：千円）

注：数値は千円未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがあります。

資産、負債、正味財産の推移 （単位：千円）

純資産の部合計 12,259,66611,907,48811,514,34311,186,41010,991,275

負債及び純資産の部合計 11,699,045 11,938,651 12,268,999 12,672,192 12,993,018

　貸借対照表は年度末における財政状態を明らかにするため作成する計算書類であり、

財政状態の健全性および必要資産の保有状況についての情報を提供するものです。

　2022（R4）年度末の総資産は129億9,302万円で、前年度末に比べ3億2,083万円増加し

ました。負債は7億3,335万円で、前年度に比べ3,135万円減少しました。

　また、基本金と収支差額を合わせた純資産の額は122億5,967万円で、前年度に比べ3億

5,218万円増加しました。

2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

流動負債 681,324 685,774 710,895 720,407 706,060

固定負債 26,446 66,467 43,761 44,297 27,292

資産の部合計 11,699,045 11,938,651 12,268,999 12,672,192 12,993,018

流動資産 3,518,179 3,949,836 3,203,011 3,289,976 2,933,585

固定資産 8,180,866 7,988,816 9,065,987 9,382,216 10,059,433

翌年度繰越収支差額 △2,587,106 △2,398,904 △2,140,250 △2,297,578 △2,494,988

基本金 13,578,380 13,585,314 13,654,593 14,205,066 14,754,654

負債の部合計 707,770 752,241 754,656 764,704 733,352

11,699,045 11,938,651 12,268,999 12,672,192 12,993,018

707,770 752,241 754,656 764,704 733,352

10,991,275 11,186,410 11,514,343 11,907,488 12,259,666

△ 500,000

1,500,000

3,500,000

5,500,000

7,500,000

9,500,000

11,500,000

13,500,000

2018年度末 2019年度末 2020年度末 2021年度末 2022年度末

資産の部合計 負債の部合計 正味財産
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　イ）財務比率の経年比較

・　運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券（固定・流動）

・　外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務

・　要積立金＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金

要積立額

63.1%
減価償却資産取得価格（図書を除く）

積 立 率
運用資産

62.5% 65.6% 70.6% 73.0% 73.3%

99.6% 99.7%
基本金要組入額

減 価 償 却 比 率
減価償却累計額（図書を除く）

57.1% 57.7% 59.4% 61.2%

-- -- --
退職給与引当金

基 本 金 比 率
基本金

99.7% 99.3% 99.5%

前受金

退 職 給 与 引 当 特 定
資 産 保 有 率

退職給与引当特定資産
-- --

6.0%
純資産

前 受 金 保 有 率
現金預金

1,017.4% 1,148.7% 788.7% 837.6% 646.8%

6.0% 5.6%
総資産

負 債 比 率
総負債

6.4% 6.7% 6.6% 6.4%

450.6% 456.7% 415.5%
流動負債

総 負 債 比 率
総負債

6.0% 6.3% 6.2%

純資産＋固定負債

流 動 比 率
流動資産

516.4% 576.0%

82.1%
純資産

固 定 長 期 適 合 率
固定資産

74.3% 71.0% 78.4% 78.5% 81.9%

△18.1% △19.2%
総負債＋純資産

固 定 比 率
固定資産

74.4% 71.4% 78.7% 78.8%

93.8% 94.0% 94.4%
総負債＋純資産

繰越収支差額構成比率
繰越収支差額

△22.1% △20.1% △17.4%

経常支出

純 資 産 構 成 比 率
純資産

94.0% 93.7%

40.2%
総資産

運 用 資 産 余 裕 比 率
運用資産－外部負債

1.53 年 1.48 年 1.68 年 1.94 年 2.07 年

有形固定資産構成比率
　有形固定資産　

59.3% 58.6% 55.7%

5.7% 5.4%
総負債＋純資産

内 部 留 保 資 産 比 率
運用資産－総負債

28.4% 29.2% 32.1% 36.6%

0.4% 0.3% 0.2%
総負債＋純資産

流 動 負 債 構 成 比 率
流動負債

5.8% 5.7% 5.8%

総資産

固 定 負 債 構 成 比 率
固定負債

0.2% 0.6%

19.2%
総資産

流 動 資 産 構 成 比 率
流動資産

30.1% 33.1% 26.1% 26.0% 22.6%

52.6% 49.8%
総資産

特 定 資 産 構 成 比 率
特定資産

4.1% 2.0% 11.3% 13.6%

本年度

固 定 資 産 構 成 比 率
固定資産

69.9% 66.9% 73.9% 74.0% 77.4%
総資産

比　率　名 算　　　　　式
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

－32－



② 資金収支計算書関係

　ア）資金収支計算書の状況と経年比較

（単位：千円）

収入の部合計 6,508,508 6,786,195 7,318,861 6,535,685 6,534,811

前年度繰越支払資金 3,454,771 3,428,433 3,873,737 2,878,249 2,954,390

資金収入調整勘定 △ 305,854 △ 397,972 △ 443,857 △ 485,904 △ 436,508

その他の収入 193,895 369,383 125,991 513,409 215,782

前受金収入 336,973 337,232 364,956 352,714 362,285

借入金等収入 0 0 0 0 0

雑収入 209,211 148,316 125,438 151,088 150,504

受取利息・配当金収入 355 1,934 3,405 14,643 28,101

付随事業・収益事業収入 20,617 18,408 14,120 20,610 15,494

資産売却収入 0 150,000 400,000 200,000 300,000

補助金収入 675,952 729,219 779,537 709,824 729,839

寄付金収入 98,264 133,439 142,197 149,269 141,181

手数料収入 43,411 39,825 45,345 50,851 47,841

学生生徒等納付金収入 1,780,914 1,827,979 1,887,992 1,980,932 2,025,902

　資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度における諸活動に対応する収入および支

出のすべての内容を明らかにし、また現金預金の１年間の動きを表すものです。

　2022（R4）年度の資金収入の部では、学生生徒等納付金収入は20億2,590万円となり前

年度に比べ4,497万円増加しました。手数料収入は4,784万円で、前年度より301万円減少

しました。寄付金収入は1億4,118万円で前年度に比べ809万円減少しました。補助金収入

は7億2,984万円となりました。主な内訳は、国庫補助金収入として日本私立学校振興事

業団から大学および短期大学部の経常費の補助が1億905万円、高等学校および中学校の

県補助金収入として群馬県から経常費の補助金が4億5,365万円、市区町村からの施設型

給付費として幼稚園で7,899万円となっております。その他、資産売却収入3億円、付随

事業・収益事業収入1,549万円、受取利息・配当金収入2,810万円、雑収入1億5,050万

円、前受金収入3億6,228万円となりました。

　2022（R4）年度の前年度繰越支払資金を除いた収入は35億8,042万円で、前年度繰越支

払資金を含めますと65億3,481万円となり、前年度に比べ874万円減少しました。

　一方資金支出の部では、人件費支出が17億1,622万円で前年度より3,869万円増加しま

した。教育研究経費支出は5億9,061万円で前年度に比べ7,985万円増加しました。管理経

費は1億8,261万円で前年度に比べ391万円増加しました。施設関係支出は6,322万円と

なっており主な内訳は高校本校舎のエレベーター更新工事や高校西桐生キャンパスのエ

アコン入替工事、本校舎及び西桐生キャンパスのＬＥＤ照明器具交換工事などとなって

おります。また、設備関係支出は3,727万円となっており主な内訳は高校桐桜学舎教室の

プロジェクター設置、大学ＯＡ教室整備などとなっております。

　これらの収入、支出により翌年度繰越支払資金は23億4,338万円となりました。

収入の部
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度
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注：数値は千円未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがあります。

　イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較

（単位：千円）

小計（教育活動資金収支差額＋施
設整備等活動資金収支差額）

179,591 387,692 △ 649,228 135,754 △ 254,067

施設設備等活動資金収支差額 △ 26,908 △ 139,085 △ 1,193,995 △ 494,478 △ 880,110

調整勘定等 0 0 0 0 7,881

差引 △ 26,908 △ 139,085 △ 1,193,995 △ 494,478 △ 887,992

施設整備等活動資金支出計 64,258 351,510 1,230,946 648,687 903,367

施設整備等活動資金収入計 37,350 212,425 36,951 154,209 15,375

施設整備等活動による資金収支

教育活動資金収支差額 206,499 526,777 544,767 630,232 626,044

調整勘定等 △ 267,840 48,640 △ 50,115 △ 24,686 32,311

差引 474,339 478,136 594,882 654,919 593,732

教育活動資金支出計 2,194,347 2,391,269 2,348,513 2,365,010 2,489,437

教育活動資金収入計 2,668,686 2,869,405 2,943,395 3,019,928 3,083,170

教育活動による資金収支

　活動区分資金収支計算書は、学校法人の活動ごと（教育活動、施設整備等活動、その

他の活動）の資金の流れを明らかにすることを目的とした計算書類です。企業会計にお

けるキャシュフロー計算書に相当します。

2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

支出の部合計 6,508,508 6,786,195 7,318,861 6,535,685 6,534,811

翌年度繰越支払資金 3,428,433 3,873,737 2,878,249 2,954,390 2,343,381

資金支出調整勘定 △ 143,615 △ 196,122 △ 138,876 △ 165,209 △ 160,298

その他の支出 529,845 215,800 212,246 212,693 258,215

資産運用支出 435,223 150,001 1,870,885 1,018,142 1,503,581

設備関係支出 30,806 131,694 84,379 108,417 37,275

施設関係支出 33,452 219,816 62,969 40,270 63,219

借入金等返済支出 0 0 0 0 0

借入金等利息支出 0 0 0 0 0

管理経費支出 201,077 215,083 172,997 178,695 182,608

教育研究経費支出 436,816 453,155 486,828 510,764 590,612

人件費支出 1,556,470 1,723,031 1,689,185 1,677,523 1,716,217

支出の部
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度
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注：数値は千円未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがあります。

③ 事業活動収支計算書関係

　ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較

（単位：千円）

教育活動収支差額 166,767 163,027 273,936 337,828 296,537

教育活動支出計 2,504,122 2,706,379 2,669,499 2,682,230 2,787,053

233,391 237,088

徴収不能額等 4,499 7,371 1,475 2,728 2,344

1,716,217

教育研究経費 682,397 702,137 745,740 768,588 831,404支
出
の
部

事
業
活
動

人件費 1,556,470 1,723,031 1,689,185 1,677,523

管理経費 260,756 273,840 233,099

47,841

寄付金 61,332 121,014 130,337 134,019 126,206

科目
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

教育活動収入計 2,670,888 2,869,405 2,943,435 3,020,058 3,083,590

雑収入 99,619 146,071 125,315 145,604 150,524

1,780,914 1,827,979 1,887,992 1,980,932 2,025,902

手数料 43,411 39,825 45,345 50,851

　事業活動収支計算書は、当該会計年度の教育活動、教育外活動、およびこれら以外の

特別活動に対応する事業活動収入と事業活動支出の内容を明らかにし、基本金組入前の

当年度収支差額と基本金組入れ後の当年度収支差額を表示し、年度末の財政状況を表す

計算書です。

　2022（R4）年度の決算は、事業活動収入計31億3,928万円、事業活動支出計27億8,710

万円、基本金組入額5億4,959万円となり、当年度収支差額は1億9,741万円の支出超過と

りました。

　また、経常収支差額は3億3,685万円の収入超過、そのうち教育活動収支差額は2億

9,654万円の収入超過、教育活動外収支差額は4,032万円の収入超過となっています。臨

時的な収支である特別収支差額は1,532万円の収入超過となっております。

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科目
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

学生生徒等納付金

付随事業収入 9,661 5,298 0 4,556 3,278

経常費等補助金 675,952 729,219 754,446 704,097 729,839

翌年度繰越支払資金 3,428,433 3,873,737 2,878,249 2,954,390 2,343,381

前年度繰越支払資金 3,454,771 3,428,433 3,873,737 2,878,249 2,954,390

支払資金の増減額（小計＋その他
の活動資金収支差額

△ 26,338 445,304 △ 995,488 76,141 △ 611,009

その他の活動資金収支差額 △ 205,929 57,613 △ 346,260 △ 59,613 △ 356,942

調整勘定等 0 0 0 0 0

差引 △ 205,929 57,613 △ 346,260 △ 59,613 △ 356,942

その他の活動資金支出計 480,230 209,128 833,937 570,901 794,817

その他の活動資金収入計 274,301 266,741 487,678 511,289 437,875

その他の活動による資金収支
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　（参考）

注：数値は千円未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがあります。

　事業活動支出計 2,505,034 2,711,401 2,670,141 2,684,202 2,787,104

　事業活動収入計 2,836,682 2,906,537 2,998,074 3,077,347 3,139,282

　翌年度繰越収支差額 △2,587,106 △2,398,904 △2,140,250 △2,297,578 △2,494,988

　基本金取崩額 5,000 3,061 0 0 0

　前年度繰越収支差額 △2,509,073 △2,587,106 △2,398,904 △2,140,250 △2,297,578

　当年度収支差額 △83,033 185,141 258,654 △157,328 △197,410

　基本金組入額合計 △414,680 △9,994 △69,279 △550,473 △549,588

　基本金組入前当年度収支差額 331,648 195,136 327,933 393,145 352,178

1,972 51

特別収支差額 153,570 17,066 36,471 24,619 15,324

特
別
収
支

収
入
の
部

事
業
活
動

51

その他の特別支出 411 1,384 497 1,972 0

支
出
の
部

事
業
活
動

資産処分差額 501 3,638 145 0

特別支出計 912 5,022 643

科目
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

26,591 15,375

特別収入計 154,483 22,088 37,114 26,591 15,375

2021年度
（R3）

本年度

資産売却差額 0 0 0 0 0

科目
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

その他の特別収入 154,483 22,088 37,114

　　経常収支差額 178,077 178,070 291,461 368,526 336,854

0 0

教育活動外収支差額 11,311 15,043 17,525 30,697 40,317

0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

支
出
の
部

事
業
活
動

借入金等利息 0 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0

教
育
活
動
外
収
支

科目
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

16,054 12,216

教育活動外収入計 11,311 15,043 17,525 30,697 40,317

2021年度
（R3）

本年度

受取利息・配当金 355 1,934 3,405 14,643 28,101
収
入
の
部

事
業
活
動

科目
2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

その他の教育活動外収入 10,956 13,110 14,120
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　イ）事業活動収入および支出の構成比率

事業活動収入構成比率

事業活動支出構成比率

学生生徒等納付金, 

64.5%

経常費等補助金, 

23.2%

雑収入, 4.8%

寄付金, 4.0%

手数料, 1.5%

その他の特別収入, 0.5% その他の教育活動外収入, 0.4%

付随事業収入, 0.1%

受取利息・配当金, 0.9%

人件費, 61.6%

教育研究経費, 

29.8%

管理経費, 

8.5%

徴収不能額等, 0.1%

資産処分差額, 0.0%
その他の特別支出, 0.0%

－37－



　ウ）財務比率の経年比較

・　寄付金＝教育活動収支の寄付金＋特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付

・　補助金＝経常費補助金＋施設設備補助金

教 育 活 動 収 入 計

10.8%
経 常 収 入

教育活動収支差額比率
教 育 活 動 収 支 差 額

6.2% 5.7% 9.3% 11.2% 9.6%

11.7% 10.6%
経 常 支 出

経 常 収 支 差 額 比 率
経 常 収 支 差 額

6.6% 6.2% 9.8% 12.1%

2.3% 17.9% 17.5%
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 比 率
減 価 償 却 額

12.2% 11.4% 12.0%

経 常 収 入

基 本 金 組 入 率
基 本 金 組 入 額

14.6% 0.3%

23.2%
事 業 活 動 収 入

経 常 補 助 金 比 率
経 常 費 等 補 助 金

25.2% 25.3% 25.5% 23.1% 23.4%

4.4% 4.0%
経 常 収 入

補 助 金 比 率
補 助 金

23.8% 25.1% 26.0% 23.1%

4.7% 4.9% 4.5%
事 業 活 動 収 入

経 常 寄 付 金 比 率
教 育 活 動 収 支 の 寄 付 金

2.3% 4.2% 4.4%

経 常 収 入

寄 付 金 比 率
寄 付 金

3.5% 4.6%

107.6%
事業活動収入－基本金組入額

学生生徒等納付金比率
学 生 生 徒 等 納 付 金

66.4% 63.4% 63.8% 64.9% 64.9%

12.8% 11.2%
事 業 活 動 収 入

基本金組入後収支差額
比 率

事 業 活 動 支 出
103.4% 93.6% 91.2% 106.2%

0.0% 0.0% 0.0%
経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 差 額
比 率

基本金組入前当年度収支差額
11.7% 6.7% 10.9%

経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 比 率
借 入 金 等 利 息

0.0% 0.0%

26.6%
経 常 収 入

管 理 経 費 比 率
管 理 経 費

9.7% 9.5% 7.9% 7.7% 7.6%

84.7% 84.7%
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 経 費 比 率
教 育 研 究 経 費

25.4% 24.3% 25.2% 25.2%

人 件 費 依 存 率
人 件 費

87.4% 94.3% 89.5%

本年度

人 件 費 比 率
人 件 費

58.0% 59.7% 57.0% 55.0% 54.9%
経 常 収 入

比　率　名 算　　　　　式
2018年度
（H30)

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

－38－



事業活動収支関係財務比率 （単位：％）

58.0%
59.7%

57.0%
55.0% 54.9%

25.4%

24.3% 25.2%

25.2%
26.6%

11.7%

6.7%

10.9%
12.8%

11.2%

103.4%

93.6%

91.2%

106.2%
107.6%

66.4%

63.4% 63.8%
64.9% 64.9%

3.5%
4.6% 4.7% 4.9% 4.5%

23.8%

25.1% 26.0%

23.1% 23.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

人件費比率 教育研究経費比率

事業活動収支差額比率 基本金組入後収支差額比率

学生生徒等納付金比率 寄付金比率

補助金比率
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（２）その他

① 有価証券の状況
（単位：千円）

② 借入金の状況

・該当なし

③ 学校債の状況

・該当なし

④ 寄付金の状況

⑤ 補助金の状況

（単位：千円）

国

県

県

729,839合計 106,931 56,240 441,044 46,149 79,475

その他 39,473 14,652 33,261 284 487 88,157

78,988施設型給付費 0 0 0 0 78,988

109,046

経常費補助金 0 0 407,783 45,865 0 453,648

経常費補助金 67,458 41,588 0 0 0

・　2022（R4）年度の補助金は以下のとおりとなっております。

項目 大学 短大部 高校 中学 幼稚園 合計

時価のない有価証券 －

有価証券合計 1,119,600

・　2022（R4）年度は1億4,118万円でした。内訳は特別寄付金1億2,225万円、一般寄付金
1,893万円となっております。

その他 － － －

合計 1,119,600 1,112,267 △　7,333

投資信託 － － －

貸付信託 － － －

債権 1,119,600 1,112,267 △　7,333

株式 － － －

種類
当年度（2023年3月31日）

貸借対照表計上額 時価 差額
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⑥ 収益事業の状況

2015（H27）年度より電気業を行っており、その状況は次のとおりです。

ア）貸借対照表

（単位：千円）

イ）損益計算書

（単位：千円）

⑦ 関連当事者との取引の状況

　ア）関連当事者

　イ）出資会社

・該当なし

⑧ 学校法人間財務取引

・該当なし

株式会社Welcome
to talk

1,000万円
学校保健および医
療に対するｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

1名
ｵﾝﾗｲﾝ健康相談ｻｰ
ﾋﾞｽ契約の締結

健康相談ｻｰﾋﾞｽ料の
支払

役員、法人等
の名称

資本金
又は

出資金

事業内容
又は
職業

関係内容

取引の内容役員の
兼任等

事業上の関係

経常利益 10,956 13,110 14,120 16,054 14,289

営業外費用 0 0 0 0 0

営業外収益 1 1 1 4,601 3,027

営業費用 19,729 18,198 16,055 17,925 15,676

営業収益 30,684 31,307 30,174 29,378 26,938

2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

負債・純資産合計 374,191 376,160 376,913 379,197 377,693

純資産合計 362,048 362,048 362,048 362,048 362,048

負債合計 12,143 14,112 14,865 17,149 15,645

固定負債 0 0 0 0 0

流動負債 12,143 14,112 14,865 17,149 15,645

資産合計 374,191 376,160 376,913 379,197 377,693

固定資産 294,577 281,679 270,313 260,269 251,419

流動資産 79,614 94,481 106,610 118,928 126,274

2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度
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（３）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策

表１ 単位：％

表２ 単位：千円

（４）計算書類科目について

① 資金収支計算書・事業活動収支計算書に共通の科目

　収入の部

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入 　教室等を外部団体へ貸し出した際の施設設備利用料、群馬県の私学
振興会からの退職資金に係る資金や科学研究費補助金のうち間接経費
充当分、また上記各収入以外の収入を計上しております。

  学生・生徒・園児から納付される授業料、入学金、実験実習料、施
設設備費、教育充実費、校費を計上しており収入のうち最も大きな割
合を占めます。

  入学検定料、試験料、証明手数料等の収入を計上しております。入
学検定料は翌年度入学希望者への入学試験を実施する際の収入で、試
験料は追再試験等のために徴収する収入を計上しております。証明手
数料は、成績・在学・通学等の各種証明書発行時に徴収する収入を計
上しております。

　寄付者が用途を特定する特別寄付と特定しない一般寄付がありこれ
らを計上しております。

　国及び日本私立学校振興・共済事業団や地方公共団体から交付され
る補助金を計上しております。

　検定試験、預かり保育事業、一時保育事業等に係る収入や外部から
委託を受けた事業による収入、収益事業における収入を計上しており
ます。

  普通預金、定期預金等の利息を計上しております。

基本金組入前
当年度収支差額

331,648 195,136 327,933 393,145 352,178

6.2 % 9.8 % 12.1 % 10.8 %

2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

2018年度
（H30）

2019年度
（R1）

2020年度
（R2）

2021年度
（R3）

本年度

経常収支
差額比率

6.6 %

　経常的な収支バランスを示す経常収支差額比率や単年度における事業活動全体の収支

差額を表す基本金組入前当年度収支差額について、表１および表２のとおり経年的にプ

ラスを維持しており経営基盤は安定しております。

　本年度も新型コロナウイルス対策に配慮した教育環境の整備を継続して行ない、学校

運営を正常化することに努めるとともに、翌年度からの大学看護学科定員増に向けて講

義室の改修やＯＡ教室へパソコン増設等を行い教育環境の改善に努めてきました。

　また、令和9年4月には大学・短期大学部の太田キャンパス新設を予定しており、学

生・教職員の利便性向上や教育環境の充実を引き続き図っていき、今後も中期経営計画

のもと実効性の高い予算編成および執行を行い、学校法人として永続的な経営のための

努力を行なっていく方針です。
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　支出の部

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

② 資金収支計算書の科目

　収入の部

資産売却収入

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

　支出の部

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

③ 事業活動収支計算書の科目

　収入の部

資産売却差額

　支出の部

資産処分差額

基本金組入額

④ 貸借対照表の科目

　資産の部

固定資産

流動資産

特定資産 使徒が特定された預金等。

その他の固定資産 その他の固定資産　上記以外の固定資産。

　現金預金、未収入金、前払金等をいいます。

　当年度の期末未払金、前年度にまでに支払った前期末前払金等を計
上しております。

簿価よりも高く売却された場合、簿価との差額を計上します。

　簿価より安く売却されたものについて簿価との差額を計上します。

　教育研究活動を行うための校地、校舎、機器備品、現預金等が必要
となります。学校会計ではこれら資産の取得に当てた金額を基本金へ
組み入れる仕組みとなっております。この基本金の対象資産は第１号
基本金から第４号基本金の４つがあります。

  有形固定資産、特定資産、その他の固定資産の３つの中科目に区分
され、それぞれの内容は以下のとおりとなっております。

有形固定資産 貸借対照表日後１年を超えて使用される資
産。耐用年数が１年未満になっているもの
であっても使用中のものを含む。

 特定資産からの繰入収入や前年度末未収入金に計上されたもので当
該年度に収納されたもの、日本私立学校振興・共済事業団掛金個人負
担分、教職員の源泉所得税、学生や生徒の研修旅行費等を計上してお
ります。

 当年度中に収受すべき収入うち、入金が翌年度以降になるもの、当
年度中に収受すべき収入のうち、前年度までに入金済みのもの等を計
上しております。

　土地、建物、構築物等の支出を計上しております。

　教育研究用機器備品、教育研究以外の目的に用いる管理要機器備
品、図書、ソフトウェア、車両等の支出を計上しております。

　退職給与引当特定預金への繰入支出、第２号基本金引当特定預金へ
の繰入支出等の使用目的を定めた特定的な預金として繰り入れる際に
支出を計上しております。

　前年度未払金に計上されたもので当年度に支払いを完了した支出や
預り金、次年度分を支払う前払金等を計上しております。

　教職員の本俸、期末手当、その他手当や日本私立学校振興・共済事
業団掛金、私学振興会掛金（退職金関係）、労災保険等の所定福利
費、退職金等を計上しております。また、理事および監事に対する報
酬も計上しております。
　教育研究のために支出する経費です。

  教育研究経費以外の経費です。

　土地、建物、構築物等の有形固定資産を売却した収入を計上しま
す。また、有価証券等を売却した際の収入も計上します。

　翌年度に入学する学生、生徒、園児等の学生生徒等納付金収入で
す。
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　負債の部

固定負債

流動負債

　純資産の部

繰越収支差額

（５）学校法人会計の特徴と企業会計との違い

  　

　　

　　

第3号基本金 　基金として継続的に保持し、かつ運用する金
銭その他の資産の額。

第4号基本金 　恒常的に保持すべき資金の額。

  過年度からの収支計算の結果、累積された収入又は支出の超過額。

　学校法人の運営の目的は、教育活動の永続的な実施であり、一般企業のような営利を目的

とすることはできません。また、会計処理は「学校法人会計基準」に基づき、「資金収支計

算書」、「事業活動収支計算書」、「貸借対照表」の各計算書類の作成が義務付けられてい

ます。

　資金収支計算書は、教育及び研究活動に要した全ての収入と支出の顛末を明らかにするも

ので、企業会計におけるキャッシュフロー計算書に該当するものといわれています。

　事業活動収支計算書は、当該会計年度の事業活動収入および事業活動支出の内容や均衡状

況を表しており企業会計の「損益計算書」に相当するものですが、企業会計の利益の多寡を

明らかにすることを目的とする「損益計算」とは概念が異なります。

　貸借対照表は、学校法人会計では主要な財産である固定資産から配列する固定性配列法を

用いているのに対し、企業会計は流動資産から配列する流動性配列法により作成されていま

す。また、企業会計では純資産（資産－負債＝純資産）を資本とし、学校法人会計では資産

から負債を引いたものを「正味財産」とし、「資本」という概念を持たないことが特徴と

なっております。

  未払金、前受金、預り金等で、その期限が貸借対照表日後１年以内
に到来するものをいいます。

基本金   学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持す
るために維持すべきものとして、その事業活動収入のうちから組み入
れた金額で、以下の４種類に分類されます。

第1号基本金 　学校法人が設立当初に取得した固定資産で教
育の用に供されるものや新たな学校の設置もし
くは既設の学校の規模の拡大・教育の充実向上
のために取得した固定資産の価格。

第2号基本金 　学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校
の規模の拡大若しくは教育の充実向上のために
将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その
他の資産の額。

  その期限が貸借対照表日後１年を超えて到来する長期未払金、徴収
不能のおそれのある見込額を繰り入れたものをいいます。
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